
（仮称）「池田市公の施設の暴力団及び暴力団員排除に関する条例」の制定に向け意

見を募集します。 

 

最近、近隣自治体の公の施設において、暴力団主催の営利目的のイベント等が開催

される事案が相次いでおり、その使用許可に当たっては、トラブルも発生していると

ころです。 

そこで池田市では、本市でのこうした事案を未然に防ぐため、暴力団による、その

利益につながる公の施設の使用を排除する（仮称）「池田市公の施設の暴力団及び暴

力団員排除に関する条例」の制定を進めています。 

本条例制定に向け、広く市民の皆さんの意見を伺うため、平成２２年１月２９日

（金）から２月１８日（木）までの期間で、パブリックコメントを実施します。 

【パブリックコメントについて】 

意見等の提出期間 

  平成２２年１月２９日（金）から２月１８日（木）まで（郵送の場合は必着） 

提示場所 

（１）池田市ホームページ 

（２）行政情報コーナー （池田市役所 ２階） 

（３）危機管理課    （池田市役所 ４階） 

提出資格 

（１）本市にお住まいの方  
（２）市内に事務所又は事業所を有する法人その他の団体  
（３）市内に存する事務所又は事業所に勤務している方  
（４）市内に存する学校等に通われている方 
（５）パブリックコメント手続の対象となる計画等について利害関係を有する方 
条例の名称 

 （仮称）「池田市公の施設の暴力団及び暴力団員排除に関する条例」（素案） 

ご意見の提出方法 

次のうちいずれかの方法で提出してください。 

（１）閲覧場所の窓口への提出 

（２）郵便による送付  

〒５６３－８６６６ 池田市役所市長公室危機管理課（住所不要） 

（３）ファクスによる送付  

ファクス番号：０７２－７５２－１４９５ 

（４）電子メールによる送付  

電子メールアドレス：kikikanri@city.ikeda.osaka.jp 

  【問合せ】危機管理課(TEL：０７２－７５４－６２６３) 

 



 

その他 

提出されたご意見については、個人情報（法人情報を含む。）を除いた上、その概

要とそれに対する本市の考え方について、後日池田市ホームページ及び行政情報コー

ナーで公表します。提出されたご意見に対する個別の回答はいたしませんので、あら

かじめご承知ください。 

細部については、池田市パブリックコメント手続要綱によります。 



パブリックコメントについて 

 

素案の名称 （仮称）「池田市公の施設の暴力団及び暴力団員排除に関する条例」

パブリック 

コメント 

手続実施の 

目的 

 

最近、近隣自治体の公の施設において、暴力団主催の営利目的のイ

ベント等が開催される事案が相次いでおり、その使用許可に当たって

は、トラブルも発生しているところです。 

そこで池田市では、本市でのこうした事案を未然に防ぐため、暴力

団による、その利益につながる公の施設の使用を排除する（仮称）「池

田市公の施設の暴力団及び暴力団員排除に関する条例」の制定を進め

ています。 

本条例制定に向け、広く市民の皆さんの意見を伺うため、平成２２

年１月２９日（金）から２月１８日（木）までの期間で、パブリック

コメントを実施します。 

実施部局名 市長公室危機管理課 

公表内容 （仮称）「池田市公の施設の暴力団及び暴力団員排除に関する条例」

（素案） 

提示場所 １ 池田市ホームページ 

２ 行政情報コーナー  （池田市役所 ２階） 

３ 危機管理課     （池田市役所 ４階） 

意見等の 

提出期間 

平成２２年 1月２９日から２月１８日まで 

（郵送の場合は必着） 

意見等の 

提出方法 

 

次のうちいずれかの方法で提出してください。 

１ 閲覧場所の窓口への提出 

２ 郵便による送付 

  〒５６３－８６６６  

池田市役所市長公室危機管理課（住所不要） 

３ ファクスによる送付  

ファクス番号：０７２－７５２－１４９５ 

４ 電子メールによる送付 

電子メールアドレス：kikikanri@city.ikeda.osaka.jp 

意見等を 

提出できる

方 

 

１ 本市にお住まいの方  
２ 市内に事務所又は事業所を有する法人その他の団体  
３ 市内に存する事務所又は事業所に勤務している方  
４ 市内に存する学校等に通われている方 
５ パブリックコメント手続の対象となる計画等について利害関係

を有する方  



（仮称）池田市公の施設の暴力団及び暴力団員排除に関する条例（素案） 

 

（目的） 

第１条 この条例は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号。以下「法」という。）の趣旨に基づき、市民生活の安全と福祉の増進

のため、公共の利益に反することとなる暴力団及び暴力団員（以下「暴力団等」と

いう。）による公の施設の使用を制限することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 暴力団 法第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(2) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

(3) 指定管理者 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に

規定する指定管理者をいう。 

（使用の制限） 

第３条 市長、教育委員会及び指定管理者（以下「市長等」という。）は、暴力団等

の利益になると認めるときは、当該公の施設の使用を許可しない。 

２ 市長等は、既に公の施設の使用を許可している場合においても、その使用が暴力

団等の利益になると認められたときは、当該使用の許可を取り消し、又は使用の中

止を命じることができる。 

３ 市長等は、前項の規定により使用の許可を取り消し、又は使用の中止を命じた場

合において、当該取消し又は中止に伴う損害賠償の責めを負わない。 

（意見の聴取） 

第４条 指定管理者は、必要があると認めるときは、前条第１項及び第２項に規定す

る認定について、池田警察署長の意見を聴くよう市長又は教育委員会に求めるもの

とする。 

２ 市長又は教育委員会は、必要があると認めるとき、又は前項の規定による求めが

あったときは、前条第１項及び第２項に規定する認定について、池田警察署長の意

見を聴くものとする。 

（使用の制限をする施設） 

第５条 第３条の使用の制限をする施設は、次の各号に定める施設とする。 

(1）池田市立人権文化交流センター条例（昭和４８年池田市条例第７号） 

(2）池田市保健福祉総合センター条例（平成２０年池田市条例第２８号） 

(3) 池田市立コミュニティセンター条例（昭和５２年池田市条例第２７号） 

(4) 池田市立３Ｒ推進センター条例（平成２１年池田市条例第５号） 

(5）池田市葬祭条例（昭和４１年池田市条例第２５号） 



(6）池田市都市公園条例（昭和３９年池田市条例第１５号） 

(7）池田市都市公園運動施設条例（平成８年池田市条例第１４号） 

(8）池田市立児童文化センター条例（昭和４６年池田市条例第５号） 

(9) 池田市立児童館条例（昭和４７年池田市条例第８号） 

(10)池田市立青少年野外活動センター条例（昭和５２年池田市条例第２４号） 

(11)池田市立山の家条例（昭和３８年池田市条例第２０号） 

(12)池田市立カルチャープラザ条例（昭和５９年池田市条例第１６号） 

(13)公民館条例（昭和３９年池田市条例第２９号） 

(14)池田市立総合スポーツセンター条例（昭和３８年池田市条例第２１号） 

(15)池田市民文化会館条例（昭和４９年池田市条例第３８号） 

 (16)池田市立ギャラリー条例（昭和６０年池田市条例第２５号） 

(17)池田市立上方落語資料展示館条例(平成１９年池田市条例第２号)  

(18)池田市立くれは音楽堂条例(平成１９年池田市条例第２６号)  

(19)共同利用施設条例(昭和４４年池田市条例第１８号) 

（委任)   

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則又

は教育委員会規則で定める。   

附 則   

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。  

  

 



（仮称）池田市公の施設の暴力団及び暴力団員排除に関する条例素案と解説 

（目的） 

第１条 この条例は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号。以下「法」という。）の趣旨に基づき、市民生活の安全と福祉の

増進のため、公共の利益に反することとなる暴力団及び暴力団員（以下「暴力団

等」という。）による公の施設の使用を制限することを目的とする。 

■第１条は、本条例の目的を定めたものです。 

〇本条例は、市民生活の安全と福祉の増進のため、公共の利益に反することとなる暴

力団と暴力団員による公の施設の使用を制限するものです。 

〇公の施設とは、法律又は条例の規定により、住民の福祉を増進するために地方公共

団体（池田市）が設置する、住民による利用を主として考える施設のことをいいま

す。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 暴力団 法第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(2) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

(3) 指定管理者 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

に規定する指定管理者をいう。 

■第２条は、本条例で使用する重要な用語を定義しています。 

〇本条は、本条例を定めるに当たり、認識を共通にしておくべき用語について定義し

たものです。 

〇第１号「暴力団」 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が、

集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体

をいいます。 

〇第２号「暴力団員」 暴力団の構成員をいいます。 

〇第３号「指定管理者」 効果的に公の施設の設置の目的を達成するよう、その施設

の管理を行わせる目的で市が指定する者をいいます。 
 
（使用の制限） 

第３条 市長、教育委員会及び指定管理者（以下「市長等」という。）は、暴力団

等の利益になると認めるときは、当該公の施設の使用を許可しない。 

２ 市長等は、既に公の施設の使用を許可している場合においても、その使用が暴

力団等の利益になると認められたときは、当該使用の許可を取り消し、又は使用

の中止を命じることができる。 

３ 市長等は、前項の規定により使用の許可を取り消し、又は使用の中止を命じた

場合において、当該取消し又は中止に伴う損害賠償の責めを負わない。 

■第３条は、使用の制限を定めたものです。 



〇市長や教育長、指定管理者は、暴力団等による使用が、その利益につながると判断

したときは、その使用を許可しないことを示しています。 

〇既に暴力団等による公の施設の使用を許可した場合でも、その利益につながると判

断した場合は、その使用を取り消したり、使用の中止を命じることを示しています。 

〇使用を取り消したり、使用の中止を命じた場合でも、それによって発生した損害に

ついては、市は賠償しないことを示しています。 

 

（意見の聴取） 

第４条 指定管理者は、必要があると認めるときは、前条第１項及び第２項に規定

する認定について、池田警察署長の意見を聴くよう市長又は教育委員会に求める

ものとする。 

２ 市長又は教育委員会は、必要があると認めるとき、又は前項の規定による求め

があったときは、前条第１項及び第２項に規定する認定について、池田警察署長

の意見を聴くものとする。 

■第４条は、意見の聴取について定めたものです。 

〇指定管理者は、暴力団等の利益につながるおそれがある使用の可能性を考えた場合

は、市長と教育委員会に対して、池田警察署長に意見を聴くよう求めることを示し

ています。 

〇市長と教育委員会は、自らが、暴力団等の利益につながるおそれがある使用の可能

性を考えた場合、そして上記のとおり指定管理者から求めがあった場合は、池田警

察署長に意見を聴くことを示しています。 

 

（使用の制限をする施設） 

第５条 第３条の使用の制限をする施設は、次の各号に定める施設とする。 

(1）池田市立人権文化交流センター条例（昭和４８年池田市条例第７号） 

(2）池田市保健福祉総合センター条例（平成２０年池田市条例第２８号） 

(3) 池田市立コミュニティセンター条例（昭和５２年池田市条例第２７号） 

(4) 池田市立３Ｒ推進センター条例（平成２１年池田市条例第５号） 

(5）池田市葬祭条例（昭和４１年池田市条例第２５号） 

(6）池田市都市公園条例（昭和３９年池田市条例第１５号） 

(7）池田市都市公園運動施設条例（平成８年池田市条例第１４号） 

(8）池田市立児童文化センター条例（昭和４６年池田市条例第５号） 

(9) 池田市立児童館条例（昭和４７年池田市条例第８号） 

(10)池田市立青少年野外活動センター条例（昭和５２年池田市条例第２４号） 

(11)池田市立山の家条例（昭和３８年池田市条例第２０号） 

(12)池田市立カルチャープラザ条例（昭和５９年池田市条例第１６号） 

(13)公民館条例（昭和３９年池田市条例第２９号） 

(14)池田市立総合スポーツセンター条例（昭和３８年池田市条例第２１号） 

(15)池田市民文化会館条例（昭和４９年池田市条例第３８号） 



 (16)池田市立ギャラリー条例（昭和６０年池田市条例第２５号） 

(17)池田市立上方落語資料展示館条例(平成１９年池田市条例第２号)  

(18)池田市立くれは音楽堂条例(平成１９年池田市条例第２６号)  

(19)共同利用施設条例(昭和４４年池田市条例第１８号) 

■第５条は、使用を制限する公の施設を定めたものです。 

 

（委任）   

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

又は教育委員会規則で定める。 

■第６条は、委任について定めたものです。 

〇この条例で規定していない事項については、市規則と市教育委員会規則で定めるこ

とを示しています。 

 

附 則 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

■この条例の施行期日を定めたものです。 


